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 7 ⽉ 28 ⽇に発災した熊本地震から 1 カ⽉が経ちました。尊い⼈命が失われ、約 3 万 9 千⼾の住宅が被
害に遭い、今なお 65 ヵ所（11 市町）の避難所で 2,635 ⼈（8 ⽉ 27 ⽇時点）の⽅々が暮らしています。
その中で、⽣活再建、なりわい再建に前向きに取り組む被災者に寄り添う⽀援が必要です。被災地にお
ける国⺠⽣活や経済活動が⼀⽇でも早く回復するよう、下記要請致します。 
 

記 
 
１．被災者の⽣活再建⽀援 
 ⽣活再建のために家・建物の⾒積もりを取りたくても、地元の建設業も被災し、⾒積もり業務が滞っ
ています。⾒積もりがとれないことで、家や建物の再建が遅れることがないよう、⾒積もり業務の代⾏
や全国の建設業からの応援態勢を構築するなど、⾮常事での⾒積もり業務の⽀援を⾏うこと。 
 被災者の⽣活の実情を考慮し、災害公営住宅の確保をはじめとする被災者の住居に関する⽀援や必要
な税制上の⽀援措置等を⾏うこと。 
 
２．被災した中⼩企業・⼩規模事業者の⽣業（なりわい）再建⽀援 
 ⽣業再建のために倒壊した建屋、破損した建屋の⾒積もりを取りたくても、地元の建設業も被災し、
⾒積もり業務が滞っています。⾒積もりがとれないことで、⽣業再建が遅れることがないよう、⾒積も
り業務の代⾏や全国の建設業からの応援態勢を構築するなど、⾮常事態であることを配慮した⾒積もり
業務の⽀援を⾏うこと。また、施設・設備の復旧に対し重点的な⽀援及び雇⽤の継続を図るための雇⽤
調整助成⾦の適⽤に際しての特段の配慮、必要な税制上の⽀援措置等を⾏うこと。 
 
３．医療・福祉（介護・障がい・保育）への⽀援 
 被災した医療・福祉施設に対し、施設や医療⽤設備等の復旧に要する経費に係る財政⽀援など、必要
な⽀援を速やかに⾏うこと。その際、建物の損害が出た社会福祉施設等において「災害復旧費国庫補助
⾦（建物）」の活⽤を希望する事業所が協議書を提出する際に求める相⾒積もり（３者⾒積もり）を免
除し、速やかな事業再開に特段の配慮を⾏うこと。また、社会福祉法⼈ではなく、株式会社や合同会社
などの営利法⼈として介護施設等を経営する事業者にも「災害復旧費国庫補助⾦（建物）」の活⽤を認め
ること。 
 
 



４．農業従事者等への⽀援 
 今回の地震は梨、スイカ、トマト、イチゴ、レンコン、⽶、い草など熊本を産地とする農作物に⼤き
な損害を与えました。収穫時期の果物や夏野菜は出荷できず、ハウスや畜舎の倒壊・損壊、トラクター
やい草⽤機械の故障など農業⽤機械・農舎被害額約 180 億円をはじめ、熊本地震の農業関連の被害額は
約 1,050 億円（熊本県発表）にも上り、農業にも⼤きな⽖痕を残したことを踏まえ、被害を受けた農業
従事者等や農地・農道・農業⽤施設に必要な⽀援を講じること。また、農業共済制度・収⼊保険の加⼊
率の現状等を踏まえ、被災者が離農することなく営農を継続できるよう⽀援を講じること。 
 
５．い草の産地・い草⽣産者の⽀援 
 今回の熊本地震は、“い草発祥の地”であり、い草の⽣産拠点である熊本県⼋代市千丁町付近が震度６
強を記録したことから、い草農家に甚⼤な被害をもたらしました。7 ⽉ 15 ⽇前後に収穫し、泥染め作業、
乾燥後、遮光袋に⼊れられて保管・熟成していたい草の保管⼩屋が全壊し、ほとんどの農家がい草を取
り出せていません。また、い草を織るための専⽤の織機が、倒壊した織機⼩屋の下敷きになり、被害を
受けた⽣産者が多くいます。専⽤織機を修理できるメーカーも限られ、⾼額であることからい草の⽣産
を諦める⽣産者も出ています。さらには、収穫したい草を失い畳表が作れないことから、い草を仕⼊れ
て販売する畳問屋も倒産を覚悟するような状況です。特にい草の⽣産者は 1 年前の 8 ⽉ 11 ⽇に⼋代市を
おそった記録的⼤⾬により、甚⼤な⽔害を受けたばかりで経済的にも精神的にも⼤きなダメージを受け
ています。このままでは国産い草は消滅の危機を迎えます。⽇本の畳⽂化の継承の危機に直⾯すること
から、い草の産地・業界には⼿厚い財政⽀援を講じること。 
 
６．地⽅交付税等による財政⽀援の実施 
県及び被災市町村の特別交付税の配分、災害復旧事業及び災害関連事業の予算確保に特段の配慮を⾏

うこと。 
 
７．申請の⼿続き・スケジュール等における配慮 
 ⽀援メニューの申請に要する⼿続きやスケジュール等について⼗分な猶予期間を持たせるなど、被災
地域の実情を考慮し配慮を⾏うこと。 
 
 

                                        以上 


